
25

４．生産対策（災害への対応、国土強靭化）



農業用ハウスの災害被害の防止に向けた技

術指導の徹底について、各農政局等を通じ

て都道府県等に周知を実施

【台風時の強風、豪雨に対する被害防止】

①事前の対策

• ハウスの構造強化（別紙１）

• ハウスの点検、必要な補修 等

②直前の対策

• 最新の気象情報、警報、注意報の確認

• チェックリストを活用した保守管理

（別紙２）    等

③事後の対策

• 冠水又は浸水したほ場の排水ポンプ

による速やかな排水

• 各部の点検及び必要に応じた補修

• ハウス内温度の急上昇を抑制するため

の換気 等

農業現場における自然災害被害防止対策

○ 農林水産省では、農業現場における自然災害等被害の防止に向けて、各農政局を通じて都道府県等に技術指導等
を実施。

○ 農業技術の基本指針、被害防止等に向けた技術指導、農業経営者のための自然災害危機管理マニュアル等を取り
まとめ、品目・災害の種類ごとに対策を周知。
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国 都道府県 市町村、農業者の組織する団体等
定額、1/2

＜事業の流れ＞
定額

１ 事業継続計画の検討及び策定、非常時の協力体制整備【補助率：定額】
➢ 事業継続計画策定に向けた検討会の開催
➢ 非常時の協力体制整備に向けた検討会の開催
➢ 事業継続計画の推進に向けた講習会の開催及びマニュアル作成

２ 事業継続計画の実践
（１）自力施工等の技能習得、災害復旧の実証【補助率：定額】
➢ 農業者自らがハウスの補強や復旧を行うための自力施工講習会の開催
➢ 技能習得のために外部で行われる研修会等の受講
➢ 災害による被害が生じた後に、協力体制や自力施工の技術を活用して
ハウスの復旧を行う実証の取組

（２）既存ハウスの補強等の被害防止対策【補助率：1/2】

【対象：今後10年以上の利用が見込まれるハウス】
台風・大雪等によるハウスへの被害を軽減するための

➢ ハウス本体の補強（筋交い直管、タイバー、斜材、中柱等）
➢ 防風ネットの設置
➢ 耐候性を発揮させるための融雪装置等
➢ 停電時の機能維持のための非常用電源の導入（共同利用に限る）

検討会の開催

防風ネットの設置ハウスの補強

災害復旧の取組実証

非常時の協力
体制の構築 マニュアル作成

ハウス自力施工研修など
技能習得

非常用電源の共同利用

園芸産地における事業継続強化対策

○ 近年激甚化する風水害等の自然災害への対策を加速化するため、達成すべき中長期的な目標、加速化・深化す
べき対策の内容等を定めた「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」が閣議決定（令和２年12月
11日）。

○ 非常時の備えが特に必要とされる一定規模以上の農業省ハウスを有する園芸産地について、非常時の対応能力
向上に向けた事業継続計画の策定と事業継続計画の実行に必要な体制整備や実践に必要な取り組みを支援。
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災害への対応（園芸施設共済への加入促進）

【補償の拡充】

○補償充実のための特約を追加

・特約① 復旧費用特約（被覆材は補償対象外）

復旧を条件に、新築時の資産価値の最大８割まで補償

・特約② 付保割合追加特約
新築時の資産価値の最大２割を補償

○小さな損害も補償する特約を追加

・損害額が１万円を超える小さな損害から共済金を支払い（従来
は３万円が補償の下限）

○園芸施設の設置に係る補助事業について、園芸施設共済等保険への加入を要件化
（強い農業づくり総合支援交付金、産地生産基盤パワーアップ事業等）

特約②

100

80

40

（経過年数）

（％）

（
補
償
金
額
）

0 10耐用年数10年間

標準コースの補償額

特約①
＜パイプハウスの場合＞

※ 特約を両方付加した場合

※ 特約には国の掛金補助はあ
りません。

○ 近年、台風、大雪等により、農業用ハウスに大きな被害が発生していることを踏まえ、園芸施設共済への加入
を促進しているところ（令和５年度の加入率は77.0％）。

○ 園芸施設共済の加入促進策として、補助事業の要件化や各関係機関への協力要請、園芸施設共済の補償拡充及
び掛金割引措置を実施。

補助事業との関連付け

園芸施設共済の拡充
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【掛金の割引】

○小さな損害（10万、20万、50万、100万）を補償から
外すことにより掛金を大幅に割引き

○生産部会等の集団で加入すると、掛金を５％割引き

○太いパイプ（31.8㎜以上）ハウスや補強により同程度
の強度を満たすパイプハウスは、掛金を15%割引き

○全棟加入が原則であるが、耐用年数を大幅に超過した
施設（耐用年数の2.5倍）を補償範囲から外すことによ
り掛金を安くすることも可能
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